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議事に先立ち、今回会議の議事進行は河野タスクフォース・リーダーより事務局に託された。　

４．議事概要　
４－１．第２回国際連携タスクフォース議事録の確認　
・第２回国際連携タスクフォース議事録（国際連携2013-3-02）の内容を確認した。
・同議事録３ページ｢４－５．業界横断データ辞書のアジア展開推進について」は、「ビジネスインフラガイド英文ホワイトペーパー“White Paper : UN/CEFACT CCL Utilization in Japan – Business Infrastructure Guide Book”」（前回資料：国際連携2013-2-07）をAFACTへ提案し、台北のコメントが入っており、11月末のAFACT会議で検討が予定される旨、事務局が報告を行った。　
４－２．ラウンドテーブル・フォローアップ
・7月23日開催のラウンドテーブルの審議結果をレビューし、当ＴＦとして取組む重点項目のフォローアップを図る、幹事会プロモーショングループ（構成員: 藤野委員、関口委員、河野委員、兼子委員、事務局）の会議が９月５日に行われた。その概要を資料（国際連携2013-3-03）の(１)により、事務局が事項別に報告した。　
・同フォローアップの一環として行った、同資料の(２)センコー株式会社、(３)日東電工株式会社、(４)イオンアイビス株式会社の各社訪問によるヒアリング概要を、事務局が事項別に報告した。旭化成株式会社のヒアリングは、当会議翌日13日に行う予定。　
・上述プロモーショングループ会議では、SIPS活動普及のため「グローバルビジネスにおけるサプライチェーンIT化の展望（仮題）」セミナーの開催（2014年1月末）を立案し、また、SIPSのホームページやパンフレットの改良に関する提案もあった。
・上述ヒアリングの概要報告に関し、質疑応答、意見交換等を行った。：

 (意見・問)・イオンアイビス㈱のデータセンターは、中国は上海に、マレーシアはクアラルンプールにということか。　
 (答)・ASEAN域内用のデータセンターをクアラルンプールにしている。ネットワークのオペレーションに関するヘルプデスク機能を持ち､サーバー等の状況を監視している。　
 (問)・通常の売り買い等の、例えばSAPのような､基幹システムのデータセンターではないということか。　　   
 (答)・クアラルンプールのデータセンターはそうではない。中国は上海にあり、この２つのデータセンターに取引データがある。ネットワークが日本とも繋がり、ASEAN域内国の末端の店とも繋がっている。ネットワークそのものの運用、インフラの監視システムのためのヘルプデスクは中国広州にある。
(問)・それぞれの国で、例えばインドネシアは､国内取引を行っているデータが入っているサーバーを国外に持ち出してはいけないというルールがあるのではないか。
 (答)・売り買いのデータに関しては、国外のサーバーに保管することを禁止するとの法令が決まったばかりであると、10月のジャカルタ現地調査で聞いたことがある。
(意見)・課税する関係上、国内に置かなければならないということがあろう。
 (答・意見)・例えばクアラルンプールをバックアップデータサーバーと考えれば､両方に置くということが、可能だと思われるが､インドネシアには必ず集中データセンターを置かなければならないことになろう。
 (答)・取引に関する、日本のセンターからのコントロールのための､データセンターを使っているようではある。

 (問)・One AEONの仕組みは現在構築中か。
(答)・そうである。マレーシアを含め、現状システムを改築しようとしており、ASEAN圏統一システムにしようとしている。日本、中国､ASEANとそれぞれデータセンターがあるということである。ネットワーク監視だけは広州にしている。
 (問)・国内は流通BMSを使用するかもしれないが、という考え方か。
(答)・そうであろう。データセンターは上記３つで、ASEANの個別の国には作らないということである。各国の法律に関しどうするかは、今後の課題であろう。　
(問)・ASEAN内またはASEANとの取引で、ASEANのシングルウィンドウに繋ぐとか、それに類した話は無かったか。　
(答)・ASEANシングルウィンドウに関する話は全く無かった。イオンアイビス社自身は輸出入のことは殆ど行っていないのではないか。商社またはフォワーダに任せていると思われる。シングルウィンドウということでは、センコー㈱などが矢面に立つと思われるが、同社ではASEAN諸国への展開は始めたばかりであり、通関業務もシンガポールとタイで行っている。なお、中国に関しては力を入れており、（リーダーが国内保税倉庫以降の物流を心配しておられるが）センコー㈱は中国の末端のデポまで全て管理しているということである。
(問)・日東電工㈱のヒアリングの中に「韓国サムソンでは、Webサービス接続による10分間隔のデータ取得システムのエラー率を監査している。」とあるが、どのようなものか。
(答)・具体的にどうしているかは不詳だが、一定期間エラー状況を監査し状況報告等を求めて改善の指示を行う等であろうか。Webサービス接続を行っているということは、サムソン側のEDIの仕組みがかなり進んでいると言えよう。韓国は全体的にWebサービス接続を導入中であり、システム的には世界で最も進んでいると言えよう。　
  また、先程のインドネシアの「取引データをドメスティックサーバーにキープせよ」という法制度の件は、当会議後出のインドネシア現地調査報告に若干掲出がある。　
４－３．APTFFおよびUNNExT会議参加報告
・９月10・11日に北京で効率的･統合化サプライチェーンをテーマに発展途上国、後発途上国を対象に、国連ESCAPとアジア開発銀行協賛により開催された、APTFF(Asia- Pacific Trade Facilitation Forum) 2013およびUNNExT会議に関し、資料(国際連携2013-3-04-1・2)により事務局が概要報告を行った。　　

・APTFF 2013には、国連ESCAP加盟62ヶ国のうち27ヶ国と、国連ESCAP、国連ECE､世界銀行､アジア開発銀行､UNCTAD、WCO等の国際機関から約180名が参加。オープニングセッションおよびハイレベルパネルに続き、下記４つのテーマ別セッションが行われた。―  ◈１.統合開発のための国際貿易ロジスティックス効率の強化、 ◈２.貿易金融を通じた中小企業の国際サプライチェーンへの参加、 ◈３:電子取引によるサプライチェーン統合の実現、 ◈４.サプライチェーン効率化のためのシングルウィンドウの進展

・11日の国連ESCAP UNNExT (United Nation Network of Expert on Paperless Trade in Asia and the Pacific)第４回アドバイザリー会議に､SIPS事務局長：菅又はアドバイザリーの１員として出席。｢国連ESCAP決議68-3：アジア太平洋域内の持続可能な貿易手続簡易化のための、電子取引と国境を越えた電子データ／電子文書の認証の実現に関わる地域協定(Regional Arrangement)審議｣と｢農業関連貿易円滑化のための電子取引｣につき紹介があった。後者に関し､国連CEFACT標準配慮をSIPS事務局は推奨した。
・同会議ラウンドテーブル・ディスカッションは時間の制約があり､資料７ページ中段の貿易ロジスティックスおよび貿易ファイナンスに関する各提言をSIPS事務局は提出した。同２提言は、資料04-2のアドバイザリー委員会のディスカッションサマリー１ページの黒丸５･６として､アドバイザリー委員会次回会議で討議される事項の中に取上げられている。
・APTFF 2013各プレゼンテーションのオリジナル資料へのアクセス先が紹介された。：
http://www.unescap.org/tid/projects/tfforum13-presentations.asp
４－４．国連CEFACTフォーラム参加報告
・10月14～18日にイタリタ サルディニアにおいて開催された第22回国連CEFACTフォーラムに関し、資料(国際連携2013-3-05)により事務局が事項別に概要報告を行った。 
・同フォーラムの参加者は実参加ベースで81名､日本からは5名が参加。PDA(Program Domain Area)は、国際貿易、運輸／ロジスティックス、税関、サプライチェーン、農業、ユーティリティ、旅行がそれぞれ審議を行った。
・本年６月の国連CEFACT総会で審議され、８月に改訂版が配布された統合戦略（ISF）および本フォーラム直前に配布された2014年‐2015年の作業プログラム（POW）についての意見交換が、今回のフォーラムで行われた。
・国連CEFACTでは“Buy - Ship - Pay”の枠組のもと基本的プロセスモデルと情報モデルを既に開発している。今後、ロジスティックスおよびファイナンス領域との連携を明確にした戦略を検討するため今回フォーラムで、サプライチェーン･ドメイン･コーディネータ（Mike Doran）を中心に戦略ワークショップが行われ、サプライチェーンにおける商流・物流・金流を明確にし､それぞれのドメインごとにモデルを整備し保守管理して行く新たなモデルが、資料05のp.９の図のように提案され議論された。新モデルに関し、SIPS事務局より同ページ下段のコメントを行った。
・同報告に次いで、今回フォーラムの国際貿易および旅行の各PDAにそれぞれ参加の委員より、補足、PDA関係の課題の説明等がなされた。 
４－５．ジャカルタ日系企業IT/EDI事情調査報告
・アジア進出日系企業等を訪問し､現地および国際サプライチェーンにおける取引文化の違いから生じる課題とITによる解決支援ニーズに関し実態を知るため、10月27日～11月1日にインドネシアで行った現地調査に関し､資料（国際連携2013-3- 06）により事務局が概要報告を行い、小島プレス工業㈱の本調査参加者より補足がなされた。
・SIPSが日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様がアジア地域においても容易に導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的として、調査団は現地進出日系製造業を中心に、それら企業のIT化支援を行っているICT企業を訪問した。また、地域全般の状況を知るためにジャカルタジャパンクラブJJCも訪問した。

・現地の日系企業のIT化支援を行っているICT企業として、豊通ネットワークインテグレーションおよびNTTインドネシアを訪問し、ジャカルタ地域の経済・社会情勢、通信を含む諸インフラの状況、業務関係の現地慣行、同ICT企業２社の各事業現況等に関しヒアリングを行った。　　　
・日系商社が工業団地を地域の要所に作っており、資料06の追補「NTTインドネシアのサービスイメージ(将来)」のように、工業団地内に光ケーブルによるネットワークを確立している。複数の工業団地間を結ぶこと等も必要になっている。　
・工業団地には日系、韓国系の大手企業が入り、工業団地内の取引に光ケーブルによるネットワークが使用される。また、敷地の大きな工場内では生産工程での情報伝達にも同様の方式が活用される。光ケーブル敷設／ネットワーク設置を可能とするのは、日系ICT企業ではNTTインドネシアのみの状況である。
・現地日系製造業として、小島技術インドネシア、エコー先進技術インドネシア、ヤマハ発動機インドネシアを訪問し、(1) 現地企業取引先、(2)ICT環境の２点を中心に､サプライチェーンにおける調達・生産、販売における取引慣行等についてヒアリングを行い、企業内IT化とEDI導入の難易度を探った。
・現地全般の状況調査のため訪問したジャカルタジャパンクラブJJC（商工会議所の機能も持つ）により情報提供を受け明らかになったインドネシアの現況が報告された。
・報告p.５の「優秀な技術者は、海外に就職先を求める。」ということは、海外に出てスキルアップして帰国し中間管理職レベルでの就職を希望する傾向があるということだが、結果的にはスキルはそれ程アップせず､管理能力に懸念があるというのが実状のようである。技術系では、海外に出なくても「NTTインドネシアでＸＸ開発の経験がある｡｣等と述べての転職も多いと聞いた。入社時に長期在籍の義務付けをすることを条件に教育を行うとのことであった。
・製造業として、報告p.7の図は商流と物流が混在しているが、電子データはまだ認められていないので紙の書類に必ず手書き署名が無いと税法上認められず、オーダーに対するインボイスの番号はセットになっていないと正規のものと認められない。タイと同様に、オーダー番号が入ったインボイスが発注側、受注側双方になければならないということであろうと予測される。自動車業界のカンバン方式では、オーダー番号をどの時点で付けるかがグレーゾーンになっている。同図のSUGITYからメールで出るという発注／所要計画は、ここの番号をオーダー番号とするかというようなことになるかと思われる。そうであると、KATIからEATIへのオーダーがメール送信になっており､ここにもオーダー番号が必要になる。図下段に紙の請求書が示されている。EATIがトヨタに納入するものは、SUGITYの納品書等が付いていないといけないということがあり、EATIはそれも発行する必要がある。こうしたことからEATI側は､「EDIをしなくて結構。　仕入れ先に対し仕事を発注企業から押付けるだけの業務になる。」とはっきり言っていた。 これは、前年度調査したタイでも同様であった。 　　タイではその仕組みが動いており､データのやり取りをドットプリンタで５枚１組の書類を出している。どこが書類作成をするのかという点が課題であるということと、各国の商習慣に合う形のものを設定することを目指すことが求められるということを今回の現地調査で感じた。また、ヤマハに関して、現地の調達率は高いが、金額的には日系企業の取引が約90％であるということが実状であった。
・本調査報告は、上記各訪問先に内容の確認を求めており、了解を得た後SIPSホームページに掲出の予定。
４－６．今後の予定　
・以下のスケジュールが事務局より示された。：  　


11月27～30日
AFACT総会（於.ホーチミンシティ）
12月 1 ～ 5日
バンコクEDI展開可能性調査
・上記スケジュール等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。

・第４回TF会議　　２０１４年１月１５日（水）　14:00～17:00
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 ［追補： 図「NTTインドネシアのサービスイメージ(将来)」］
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